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1．問題・目的 
1）はじめに 
1997 年に発足した学校心理士資格認定制度と 2008 年度の教職大学院設置
以来，教育現場での実践研究が盛んに行われるようになったが，課題となるの
が実践研究の質である。実践研究の蓄積により，現場の質の改善が期待される。
しかし，1996 年ハーグリーブスは，「教育研究に多くの経費が割かれているに
もかかわらず，学校教育の質の改善がみられていない」ことを指摘し，エビデ
ンスに基づく教育の重要性を訴えた（岩崎，2017）。エビデンスに基づく教育
とは，「教育研究によって政策や実践をデータで実証的に裏づけること」であ
る（岩崎，2017）。実践研究では，実践を科学的根拠に基づいて実証的に裏づ
けることが求められる。こうした一定の水準に達した実践研究の蓄積が教育実
践の質を高めることにつながるのである。  
エビデンスに基づく実践は医療分野から始まった。教育分野では，ハーグリ
ーブスの指摘の後，2002 年にアメリカで Not Child Left Behind 法が成立し
た際，科学的根拠に基づく教育実践の重視が提言されて以降，さらに関心が高
まった。しかし，医療分野に比べると認知度は低く，体制も不十分である。  
2）エビデンスレベル 
医療分野では，研究の質を定めるエビデンスレベルが設定されている（Table 
1）。最もレベル高いシ
ステマティックレビュ
ーは，あるテーマに関
す る 研 究 論 文 を 収 集
し，そのデータを統合
して評価するものであ
り，同じテーマの研究
Table 1 エビデンスレベル  
（日本腎臓学会（2013）を元に作成）  
Ⅰ システマティックレビュー/メタ解析
Ⅱ 1つ以上のランダム化比較試験
Ⅲ 非ランダム化比較試験
Ⅳ 分析疫学的研究，対照がない単群の介入試験
Ⅴ 記述研究
Ⅵ データに基づかない委員会や専門家個人の意見
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データを統計的手法により結合して解析するメタ解析もこの一つとされる（日
本形成外科学会，2010）。  
次に，ランダム化比較試験（randomized controlled trial：以下，RCT）で
ある。これは対象者を無作為に実験群と対照群に割り付けて，介入効果を比較
するものである（日本形成外科学会，2010）。無作為化により群間データの偏
りを軽減できるため，結果の信頼性が高い。  
レベルⅢは，非ランダム化比較試験である。これは対象者を無作為に割り付
けない研究である。無作為化を行わないため，RCT よりも信頼性は低くなる。  
3）教育現場での実践研究 
教育現場の実践研究では，RCT の実施は極めて困難である。大きな理由は，
（1）学級ごとの学級文化の違いと（2）倫理的問題が挙げられる。（1）につい
ては，教育現場での実践は学級単位で行うことが基本である。そのため，実験
群と統制群をランダムに割り付ける場合も，学級単位で行わざるを得ない。し
かし，１つ１つの学級は，担任の指導力や特性，所属する児童生徒の構成によ
り異なる文化が醸成されるため，実践以外の影響を完全に排除することはでき
ない。また，（2）については，一般的に実験群には望ましいとされる実践が行
われるのに対して，統制群にはそうした実践が行われない。それにより，統制
群に不利益が生じることが倫理的な問題として指摘される。  
こうしたことから，実践研究では準実験デザインが多く用いられる。準実験
デザインは，先述のエビデンスレベルのうち，非ランダム化比較試験と対照が
ない単群の介入試験を含む。ここでは，本研究に関連する研究デザインを安田・
渡辺（2008）および安田（2011）の説明を用いて紹介する（Table 2）。  
ⅰ）1 群事後テストデザインは，事前テストと統制群が存在しない方法であ
る。事前テストがないため，介入前の参加者の状況把握ができない。また，統
制群が存在しないため，介入が存在しない時の効果を判断できない。そのため，
事後テストの結果が何を意味しているか解
釈することがほとんどできない。  
ⅱ）1 群事前事後テストデザインは，対照
がない単群の介入試験の典型的なデザイン
である。介入効果の測定が可能となるが，統
制群が存在しないため，介入が存在しない場
合や他の介入との比較による評価ができず，
優れた手法とは言えない。  
ⅲ）不等価統制群事後テストデザインは，
統制群が存在することで事前および事後テ
ストの実施による介入効果の測定が可能と
Table 2 研究デザイン  
（安田・渡辺（2008）を元に作成） 
X：介入  
O：測定（下付きは測定回数）  
ⅰ （実験群） X O1
ⅱ （実験群） O1 X O2
ⅲ （実験群） X O1
（統制群） O1
ⅳ （実験群） O1 X O2
（統制群） O1 O2
研究デザイン
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なる。しかし，事前テストが存在しないため，事後テストの結果が，群ごとの
元々の能力差や特性の違いによる影響（セレクションバイアス）によるものか
の判断ができない。  
ⅳ）不等価統制群事前事後テストデザインは，実験群と統制群ともに事前テ
ストと事後テストを行う最も代表的な方法であり，準実験デザインの中では最
も完成されたデザインとされる。ただし，実験群と統制群を無作為に割り付け
ていないことから両群が等価であるとは言えない。  
 
Table 3 実践研究の方法及び結果に記述すべき内容（一部）  
（山川・牧本（2014）を元に作成）  
 
 
実践研究の質を高めるためには，先述のように，エビデンスレベルの高い研
究デザインが求められるが，同時に，研究方法や結果の正確な記述も必須とな
る。それは，第三者が繰り返し追試できる再現性が研究にとって重要となるか
らである。そこで実践研究において記述すべき内容の一部を Table 3 に示す。 
4）本研究の目的 
本研究では，教育現場における実践研究をエビデンスレベルと正確な記述と
いう視点から概観し，教育現場における実践研究のあり方を検討する。なお，
本研究においては，協同学習の実践研究を取り上げて考えたい。  
協同学習とは「協力して学び合うことで，学ぶ内容の理解・習得を目指すと
研究デザイン ・研究デザインが明記してあるか
対象者
・対象者の選択基準と除外基準を記述しているか
・データを収集した場所の記載はあるか
研究期間
・参加者の募集期間（あれば追跡期間）を特定する日付
　があるか
介入
・再現可能となるような詳細な各群の介入の説明が
　あるか
・実際にいつどのように実施されたかが記述してあるか
アウトカム
(評価指標)
・目的を達成するのに適切なアウトカム(評価指標)の説明
　があるか
・いつどのように評価されたかが記述されているか
標本数 ・サンプルサイズ(標本数)の設定方法が記述されているか
統計学的手法
・介入の効果の検証に用いられた統計学的手法が記述
　されているか
参加者の流れ
・介入群と対照群について，それぞれ選定基準，除外基準
　の項目ごとの人数が記載されているか
・RCTや比較対照研究の場合は各群に振り分けられた人数が
　記述されているか
アウトカムの
結果の提示
・それぞれのアウトカム（評価指標）について，各群の
　結果（前後比較研究の場合は前後の結果）が記述され
　ているか
想定していない
結果
・各群のすべての重要な副作用，または意図しない効果
　はあったかが記述されているか
方法
結果
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ともに，協同の意義に気づき，協同の技能を磨き，協同の価値を学ぶ（内化す
る）ことが意図される教育活動」と定義される（関田・安永，2005）。協同学
習は，平成 29 年に改訂された学習指導要領（2017）によって掲げられた「主
体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善の推進における具体的な授
業方法として注目を集めており，数多くの実践研究が報告されている。  
つまり，本研究の目的は，協同学習における実践研究の質を概観し，教育現
場における実践研究のあり方を検討することである。具体的には，協同学習に
ついての実践研究における a）研究方法および研究結果の正確な記述と b）研
究デザインと分析方法の実態把握を行う。そして，これらの結果から，質の高
い実践研究の研究方法について検討する。  
 
2．方法 
協同学習の実践に関する論文を検索するため，CiNii Articles を用いた。検
索キーワードは「協同学習」に加えて，「小学」「中学」「児童」「生徒」のいず
れかを入力し，検索条件として“CiNii に本文あり”を指定した。一連の検索
は 2020 年 1 月 7 日から 11 日にかけて行った。加えて，日本協同教育学会が
刊行している「協同と教育」に掲載されている論文も対象とした。  
抽出する論文の基準は，a）通常学級での介入を実施している，b）介入の効
果検証を量的に行い結果を報告している，c）2005 年から 2019 年に公刊され
ている，の 3 点とした。除外基準には d）発表論文集や抄録に掲載されている，
e）介入の手続き，方法および結果に関する情報が著しく欠けている，の 2 点
を設定した。この方法に従って論文を抽出した結果，36 件が対象となった。  
 
3．結果・考察 
研究対象となった論文の 1）研究方法および研究結果の記載，2）分析方法
および研究デザインについてまとめた。本研究での調査内容および結果は
Appendix に示すとおりである。なお，研究方法の記載および統計学的手法の
記載については，研究分野ごとに論文の編集方法が異なることを考慮し，論文
中に記載があれば適切に記載されているものと判断した。  
1）研究方法および研究結果の記載 
（1）対象者，研究期間，介入内容の記載 
対象者数が記載されていない論文が 3 件 (8.3%)あったが，それ以外の 33 件
の論文では明確な記載があった。また，丸山・赤坂（2019）や梅山・撫尾（2012）
では，対象者を選定した理由が詳細に記載されていた。  
（2）アウトカム（評価指標）の記載 
方法における評価指標の記載 論文を概観すると，異なる調査方法（例：質
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問紙調査とテスト）を用いて，異なる分析方法による検討を行う論文が散見さ
れた。そこで，論文内で異なる調査方法が用いられている場合は，それぞれを
分類して検討した。その結果，36 件の論文から 51 件の評価指標が得られた。
そのうち，評価指標の項目数や因子数，および回答方法や調査方法の未記載な
ど，評価指標の記載が不十分とされるものは 17 件 (33.3%）であった。  
評価指標の結果の記載 結果の記載については，統計的手法と分析結果の記
載の有無を検討した。51 件の評価指標のうち，効果検討の分析に統計的手法
を用いた分析を行ったものは 31 件（60.8%）であった。  
そのうち，統計的手法の記載がなされていたものは 26 件（83.9％）であっ
た。また，分析結果について，平均値と標準偏差（ノンパラメトリック検定の
場合は実数のみ），および統計値と有意水準の記載について検討したところ，
いずれかが未記載のものが 7 件（22.6%）であった。  
なお，統計的手法を用いた分析を行った 31 件のうち，方法における評価指
標または評価指標の結果において，記載が不十分であったのは 13 件（41.9%）
であり，そのうち 6 件（46.2%）はどちらの記載も不十分だった。  
（3）研究方法および研究結果の記載について 
まず，対象者，研究期間，介入内容の記載については，ほとんどの論文で正
確に記載されており，介入を行った対象者や実施期間，およびその内容を明記
することの重要性については理解が得られているようである。  
次に，評価指標の記載は，追試を行う上で重要な情報となるため，エビデン
スの質を高めるために必要であることは言うまでもない。本研究で不十分な記
載が約 3 割と高かったことは，実践研究における大きな課題と考える。  
評価指標の項目数や因子数の記載が不十分であった一因として，論文の字数
制限などによる“省略”が考えられる。例えば，池島・福井（2012）では ASSESS
（6 領域学校適応感尺度；石井他，2009），佐々木・小原・笹山（2014）では
Q-U（楽しい学校生活を送るためのアンケート；河村，2006）を評価指標とし
て記載していた。これらの尺度は，自治体の教育委員会規模での活用例も多く，
教育現場では認知度の高い評価指標である。また，引用文献の記載があれば当
該文献を入手することができるため，記載の“省略”は問題がないように思わ
れる。しかし，教育現場の教員が文献を入手することは容易ではないため，や
はり評価指標の具体的内容は明記する必要があるだろう。  
次に，研究結果の記載が不十分だったものが約 2 割であった。特に，統計的
手法の分析を用いたもののうち，評価指標と研究結果の記載が不十分だったも
のは約 4 割であった。この点については，純粋な“記載ミス”の場合もあるが，
約 5 割が複数箇所での不十分な記載が見られたことは，分析の表記に関する
知識の低さが懸念される。近年の技術革新によって様々な統計手法が簡便に活
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用できる一方で，実践研究をまとめる際の記載が必要な事項を十分に理解でき
ていないケースが多いようである。このことは，高等教育機関等における正し
い知識習得の必要性を示唆している。  
2）分析方法および研究デザイン 
（1）分析方法および研究デザインの活用状況 
51 件の研究デザイン方法と分析方法を Table 4 にまとめる。研究デザイン
は，統計的手法の活用の有無にかかわらず“1 群事前事後テストデザイン”が
最も多かった。また，統計的手法を活用する場合は，“不等価統制群事前事後
テストデザイン”が 2 番目に多くなっていた。  
次に，分析方法では，t 検定，分散分析，ノンパラメトリック検定がほぼ均
等に用いられていた。研究デザイン別にみると，統制群を設定しない“1 群事
前事後テストデザイン”の場合は，t 検定が最も多く，次にノンパラメトリッ
ク検定が多かった。一方，統制群を設定する“不等価統制群事前事後テストデ
ザイン”を用いた場合は，分散分析が多かった。  
 
Table 4 分析方法と研究デザインの関係  
 
 
この結果から，実践研究では“1 群事前事後テストデザイン”による t 検定
を用いた検討が多くなされていることが示された。この検討方法は，エビデン
スレベルにおける“対照がない単群の介入試験”（レベルⅣ）に相当する。こ
うした実践研究のエビデンスレベルを高めるためには，対照群（統制群）の設
定が必須となる。統制群を設ける手段として，a）新たな統制群を設ける，b）
ベースラインを設けた研究デザインにすることが考えらえる。  
a）については，新たに同一学年の他学級に統制群を設けることで，“不等価
統制群事前事後テストデザイン”が可能となり，エビデンスレベルは高まる。
例えば，熊谷・河村（2016）は，協同学習学級と一斉授業学級による検討を行
っている。また，統制群を設けた場合，“交代介入による不等価統制群事前事
後テストデザイン”による実践も可能になる（Table 5 のⅴを参照）。これは，
介入，事前および事後テストを両群に交換して行うもので（安田・渡辺，2008），
分析無
分散
分析
t 検定 ﾉﾝﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ
検定 不明 計 計
不等価統制群事前事後ﾃｽﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ 5 1 1 － 7 1 8
不等価統制群事後ﾃｽﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ 1 － 1 － 2 2 4
1群事前事後ﾃｽﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ 4 10 6 2 22 14 36
1群事後ﾃｽﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ － － － － 0 2 2
その他 － － － ー 0 1 1
計 10 11 8 2 31 20 51
合
計研究ﾃﾞｻﾞｲﾝ名
分析有
168
統制群に介入機会が与えられないという倫理上の問題も解決できる。  
a）は準実験デザインの中では最も完成されており，実践研究で目指すべき
姿と考えられる。ただし，同一学年であっても，統制群を設定することが困難
な場合は多い。その場合には，b）による“複数の事前テストによる 1 群事前
事後テストデザイン”を採用することも考えられる（Table 5 のⅵ）。これは，
複数の事前テストを実施することでベースラインを測定する方法である。O1
から O2（ベースライン期）の変化と O2 から O3（介入期）の変化を比較する
ことで介入効果を検討することができる。例えば，須藤・安永（2011）では，
3 学期の協同学習による学習成績を測定する際，1・2 学期の学習成績との比
較を行っている。このデータを用いて，1 学期から 2 学期のベースライン期と
2 学期から 3 学期の介入期の比較分析をすることができる。  
他にも，単群での実践については“中継時系列解析デザイン”による効果検
証も考えられる。これは，介入以前と介入以後に複数回のテストを実施するも
のである。特に，観察や発話分析などを行う際に，行動や発言の出現回数を介
入以前介入以後で比較することにより介入効果を検討することができる。例え
ば，阿部（2014）では，協同学習中の協同的な発話および侵害的な発言の出現
数を 5 回にわたって測定して
いる。この研究では，協同学
習中のみの測定であったが，
協同学習による介入前に同様
の測定を 5 回程度行っていれ
ば，“中継時系列解析デザイ
ン”としての効果測定が可能
となる（Table 5 のⅶを参照）。 
（2）実践研究における分析方法について 
次に，分析方法についてである。一般的に“不等価統制群事前事後テストデ
ザイン”の場合，実験・統制群と測定時期の 2 要因の分散分析による効果検討
が実施されており，本研究でも同様の傾向が示されていた。こうした分散分析
の活用について，吉田（2006）は「誤りとはいえないまでも，不要なものを含
んでいるという意味で，不適切だといえるであろう」と述べ，代案として“共
分散分析”と“変化量による t 検定”による効果検討を推奨している。共分散
分析は，事前テストの値を共変量，事後テストの値を従属変数とする分析であ
り，分散分析よりも活用が複雑となる。一方，変化量による t 検定は事後テス
トの値から事前テストの値を引いた値を変化量とし，群間での比較を行うもの
である。吉田（2006）によると，変化量による t 検定の結果は，分散分析によ
る効果検討の結果とまったく一致するという。分散分析よりも手続きや分析結
Table 5 その他の研究デザイン  
（安田・渡辺（2008）を元に作成） 
X：介入，O：測定（下付きは，測定回数）  
ⅴ （A群） O1 O2 X O3
（B群） O1 X O2 O3
ⅵ （実験群） O1 O2 X O3
ⅶ （実験群） O1 ~ O5 X O6 ~ O10
研究デザイン
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果の解釈がシンプルであることを踏まえると，変化量による t 検定を用いた効
果検証は実践研究において有益な分析手法であると考えられる。  
 
4．まとめ 
本研究では，協同学習の効果検証を通して，教育実践研究における研究法の
あり方について検討した。検討にあたって多くの実践研究論文を拝読したが，
いずれも多くの時間と労力をかけて纏められた実践的価値のある論文であっ
たことが確かめられた。同時に，僅かな調整によってその実践的価値を高める
ことができる論文があったことも確かである。  
ここで教育実践研究を進めるにあたって，本研究で明らかとなった重要事項
を 3 点にまとめる。1 点目は，研究方法および結果の丁寧な記載である。実践
研究の多くは，実践内容については，実際の授業風景が想像できるほど細かく
記載されていた。一方，研究結果は十分な記載がなされていないケースも散見
された。最低限必要な記載事項については，本研究でも引用した山川・牧本
（2014）など医療分野の文献が参考になる。  
2 点目は，エビデンスレベルの高い研究計画の立案である。本研究では“対
照のない単群での介入試験”が多く行われていたが，エビデンスレベルをさら
に高めるためには，“複数回の事前による事前事後テストデザイン”や“不等
価統制群事前事後テストデザイン”などの研究計画の立案が必要である。研究
デザインを変えられない場合は，量的な検討と質的な検討を合わせた混合研究
法を行うことも考えられる。  
3 点目は，統計的手法を用いた分析の推奨である。冒頭にも述べたとおり，
実践研究では科学的根拠に基づいた裏づけが求められている。その際，統計的
手法を用いた分析は，大きな科学的根拠となる。本格的な統計ソフトを準備す
ると高額になるが，ANOVA4 on the Web や js-STAR などのフリーの統計ソ
フトもインターネット上で公開されており，初学者向けのガイドラインや解説
本も市販されている。こうした統計ソフトを活用して実践研究の質を高めても
らいたい。  
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Appendix 本研究で調査対象となった実践研究  
 
※表中の「○」は「該当あり」，「×」は「該当なし」，  
「―」は「対象外」を意味している。  
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研究デザイン 備考
丸山・赤坂（2019） ○ ○ ○ 質問紙 ○ ○ × （不明） △* ○ ○ ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ *表中に記載有
高橋・越（2019） ○ ○ ○ 質問紙 ○ ○ ○ 分散分析 ○ ○ ○ ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
西村（2018） ○ ○ ○ テスト 〇 ー 〇 ﾉﾝﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ検定 ○ ○ ー × ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
原他（2017） ○ ○ ○ 質問紙 ○ ○ ○ t検定 × ○ ○ ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
原他（2017） ○ ○ ○ ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ ー ー ー ﾉﾝﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ検定 × ○ ー ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
東海林他（2017） ○ ○ ○ 質問紙 × × × t検定 ○ ○ × × ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
吉田・南（2016） ○ ○ ○ 質問紙 〇 〇 〇 t検定 ○ ○ ○ ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
吉田・南（2016） ○ ○ ○ テスト 〇 ー 〇 ﾉﾝﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ検定 ○ ○ ー ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
島他（2016） ○ ○ ○ 質問紙 ○ ○ ○ 分散分析 ○ ○ ○ ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ* *事中ﾃｽﾄ有
熊谷・河村（2016） ○ ○ ○ 質問紙 〇 〇 〇 分散分析 ○ ○ ○ ○ ○ 〇 不等価統制群事前事後ﾃｽﾄ
熊谷・河村（2016） ○ ○ ○ 質問紙 〇 〇 〇 分散分析 ○ ○ ○ ○ ○ 〇 不等価統制群事前事後ﾃｽﾄ
熊谷・河村（2016） ○ ○ ○ テスト ー ー ー 分散分析 ○ ○ ○ ○ ○ 〇 不等価統制群事前事後ﾃｽﾄ
小田切（2016） ○ ○ ○ テスト 〇 ー 〇 ﾉﾝﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ検定 ○ ○ ー ○ ○ 〇 不等価統制群事前事後ﾃｽﾄ
阿部（2014） ○ ○ ○ 質問紙 × 〇 × （不明） △* ○ ○ ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ *表中に記載有
町・中谷（2014） ○ ○ ○ 発話分析 〇 〇 〇 ﾉﾝﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ検定 ○ ○ ー ○ ○ ○ 不等価統制群事後ﾃｽﾄ
田原他（2014） ○ ○ ○ 質問紙 × ○ × t検定 × ○ × ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
高垣・中西他（2014） ○ 〇 ○ 質問紙 ○ ○ ○ t検定 ○ ○ ○ ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
高垣・田爪他（2014） ○ ○ ○ 質問紙 ○ ○ ○ t検定 ○ ○ ○ ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
高垣・田爪他（2014） ○ ○ ○ テスト ○ ー ○ ﾉﾝﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ検定 ○ ○ ー ○ ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ* *ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ有
井上（2014） ○ ○ ○ 質問紙 ○ ○ ○ t検定 ○ ○ ○ × ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
井上（2014） ○ ○ ○ 質問紙 ○ ○ ○ t検定 ○ ○ ○ × ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
森永他（2013） ○ ○ 〇 連想法 ー ー ー ﾉﾝﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ検定 ○ ○ ー × ○ × 1群事前事後ﾃｽﾄ
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